
標準「清掃業務請負契約書」

　　　　　　　（以下「甲」という。）と、　　　　　　　株式会社（以下「乙」という。）とは、下記建物の清掃業務に関し、次のとおり業務請負契約を締結する。

（契約の目的）

第１条　甲は乙に対し、下記建物の保全及び安全且つ衛生的で快適な使用に資する清掃の業務を委託し、乙はこれを請負い誠実に履行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁目　　　番　　　号　　　　　　　　　ビルディング

（契約業務の内容）

第２条　この契約に基づく清掃業務の内容は次の通りとする。

（１）　日常清掃業務

（２）　定期清掃業務

２　業務の範囲及び業務処理の基準は別紙仕様書による。仕様書に定めるもののほかは、その都度協議する。

（契約期間）

第３条　本契約の期間は平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までとする。

但し、甲乙いずれからも期間満了の３ヵ月前までに書面による意思表示がない場合は、この契約は同一条件をもって更に１ヵ年延長するものとする。以降も同様とする。

（契約金額）

第４条　本契約に基づき甲が乙に支払う契約金額は別に定める。ただし業務期間が１ヵ月に満たない場合の契約金は日割計算とする。

２　乙は毎月　　日までに甲に請求し、甲はその金額を毎月　　日までに現金を以って乙に支払う。

（契約金額の改訂）

第５条　第４条に規定した契約金は物価、賃金指数、経済状況の変化、その他契約金額の変更を必要とする事由が生じた場合は甲乙協議の上契約金額を改訂することができる。

２　甲の注文により乙が仕様書に定めた以外の業務を行った場合は第４条に準じて乙は別途に請求することができる。

（器具資材等の負担）

第６条　本清掃業務処理に使用する器具、資材等は全て乙の負担とする。

但し消耗品の中で、甲乙協議の上決定するものについては仕様書に定めるものとする。

（従業員控室の提供）

第７条　甲は業務履行のため乙が必要とする従業員控室、資機材置場、光熱費等を乙に提供するものとする。

（法令上の責任）

第８条　乙は本業務処理にあたる乙の従業員に対する雇用者及び使用者として、労働関係法令による全ての責任を負うものとする。

（現場責任者）

第９条　乙は本契約業務の中、次の事項について乙を代理して乙の従業員を直接指揮命令する現場責任者を選任するものとする。

（１）乙の従業員の指導監督及び業務処理

（２）本契約業務履行に関する甲との業務連絡及び調整

（３）甲からの仕様書に基づく注文事項の受任及び仕様書以外の特別発注事項の承諾

（４）その他本契約の目的達成に必要な事項

２　甲は本契約業務の履行に関する委託者としての注文、指示等は乙の選任した責任者に対して行うものとする。

（業務遂行の計画及び報告）

第10条　乙は本業務に関する専門的実施計画を策定し、計画的に業務を実施し、その結果等の記録を甲に提示し請負業務の完遂を確認し合うものとする。

２　乙は、甲乙協議のうえ定めるところに従い、委託業務の遂行状況に関し定期的に甲に報告するものとする。

（規律維持）

第11条　乙は本業務処理に従事する従業員の教育指導に万全を期し、風紀、衛生及び作業規律の維持に責任を負うものとする。

２　乙は乙の定める制服を着用させ氏名を明示し乙の従業員であることを明確にするものとする。

（秘密保持）

第12条　甲及び乙並びに乙の雇用する従業員は、清掃作業実施に当たり知ることのできた甲及び乙の機密を本契約期間中はもとより、満了後も第三者に漏らしてはならない。

２　甲及び乙は、個人情報保護法及び関連する法律・法令を遵守するものとし、個人情報が保護されるように必要な措置をとるものとする。
（再委託）

第13条　乙は、本契約に基づく委託業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。

但し、書面により甲の事前承諾を得た場合はこの限りではない。
（損害賠償の責任）

第14条　本業務履行中乙は乙の責及び従業員の責に帰すべき事由により甲若しくは第三者に損害を与えた場合には乙はその損害を賠償しなければならない。

２　前項の損害賠償額については甲乙協議の上定めるものとする。

（社会紛争及び天災）

第15条　騒じょう、交通機関の労働争議等の社会紛争、若しくは地震、大雪、洪水、火災等の事由により、乙の業務履行が不可能又は困難となった場合、乙は甲がこうむる損害についてはその責を負わないものとする。

（契約の解除）

第16条　甲又は乙が止むを得ない理由により契約期間中に本契約を解除しようとする場合は、３ヵ月前に書面を以ってその旨を相手方に通知し甲乙協議するものとする。

２　甲又は乙に解除に相当する契約違反があり、業務の履行に重大な支障が生じる場合は、前項の規定にかかわらず、直ちに通知し契約を解除することができる。

（合意管轄）

第17条　本契約または個別契約に関して生じた甲乙間の紛争については、　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

（協議事項）

第18条　本契約に定めのない事項については、その都度甲乙協議の上別に定めるものとする。

本契約の成立を証するため本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日


（甲）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（乙）
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参考資料①





　この『標準　清掃業務請負契約書』は、全国ビルメンテナンス協会発行の『清掃管理業務　積算・見積りマニュアル（平成10年12月10日第3版第3刷発行）』の参考資料として掲載されている「標準　清掃業務請負契約書」をもとに、個人情報保護に関係した条項を付加してまとめ直したものです。


　なお『清掃管理業務　積算・見積りマニュアル』は、現在、「標準　清掃業務請負契約書」も含め改訂作業を行っております。








